
読みやすい誌面に刷新，新体制を機に新たなコーナー
「For the Future」もスタート

2023年 5 月，NTTは新中期経営戦略を発表しました．そこでは基本的な考え
方として，「NTTは挑戦し続けます 新たな価値創造と地球のサステナビリティの
ために」を宣言しました．NTTグループは，これまで以上に新たな価値創造と，
お客さま体験の高度化などに取り組みます．そこで，NTT技術ジャーナルにお
いても，この具体化に向けて，各種営みを開始します．第一弾として，読者の皆
様にとっての読みやすさ・分かりやすさを追求すべく，2023年 7 月号より誌面を
刷新，新コーナーも開設します．本稿においては，その概要をご紹介します．

NTT技術ジャーナル　事務局

なぜ誌面をリニューアル？ 

NTT技術ジャーナルにおいては，IOWN
（Innovative Optical and Wireless Net-
work）構想の実現に向けた研究開発等，
さまざま研究成果や今後のNTTグループ
の取り組みを特集記事など通じてお届けし
ています．さらにトップインタビューでは，
ＮＴＴグループのCEOやCTOなどから，
事業環境や外部環境を見据えた戦略を発信
し，社内外の技術者に向けた期待なども掲
載しています．このほかにも研究者や開発
者等に焦点を当てたコーナーや，NTTグ
ループ企業の取り組みなど，NTTの技術
を中心に魅力ある記事として，毎月読者の
皆様にお届けしています．

このたびNTTでは，研究開発体制・組
織の見直しを行い，これまでの研究開発推
進機能に加えてグローバルを含めたマーケ
ティングやアライアンスを融合する機能強
化を目的に，研究開発マーケティング本部
を新たに設置し、その組織の中に研究企画
部門を設置しました．サービスの普及や発
展には，それぞれの技術の歴史の積み重ね
にとどまらず，政治的背景や国内外のマー
ケットが深く関連しています．そこで，後
述のとおり，世の中の動向を理解して研究
開発を進めるマーケティング活動の一環と
して，新たなコーナー「For the Future」
を企画・スタートしました．

ところで， NTT技術ジャーナルは，「通
研月報」と「NTT施設」（さらにその前身
は「電気通信施設」）という 2 つの誌面を
統合して1989年にスタートしました．「通

研月報」は研究成果を理解しやすく取り上
げ，また，「NTT施設」はサービスや技術
の導入を含む最新動向をその解説とともに
誌面に取り上げ発信してきました．なお，
これらは国立国会図書館のデジタルアーカ
イブで閲覧可能ですので，機会がありまし
たら是非ご覧ください．

さて，NTT技術ジャーナルの編集部では，
今後「ＮＴT施設」の内容継承をより深め
て，2023年 3 月にNTT東日本・NTT西日
本よりサービスを開始したAPN IOWN1.0
に代表されるように，研究開発段階のみに
とどまらず，実用化される技術や注目され
るサービス・ソリューションに関する
NTTグループの取り組みについてもより
広くご紹介していきます．

新コーナー「For the Future」の 
スタート 
書店の理科学書やコンピュータ関連の書

籍を扱うコーナーには，「はじめての〇〇
技術」や「よくわかる△△技術」といった
タイトルの，技術がやさしく教科書のよう
に解説された出版物をよく見かけます．一
方，新コーナー「For the Future」では，
いわゆる技術解説だけではなく，ニュース
で取り上げられるような，国内外の技術動
向や市場動向など，多様な視点で技術を
フォーカスし，掲載していきます（図 1 ）．
NTTが取り組む技術領域がどのような市
場・情勢にあるのかご理解いただき，毎号
特集などで取り上げる技術の研究開発・実
用化やサービス等への展開の取り組みを，
より具体的で詳細な内容で掲載しています

ので，ぜひご覧ください．
■ 7 月号と 8 月号で取り上げるテーマ

初回を飾るテーマとして，半導体を取り
上げました．半導体をめぐる国際情勢の変
化はめまぐるしく，研究開発競争のみなら
ず経済安全保障にも大きく影響しています．
本稿を企画している最中にも時々刻々と新
たなニュースが飛び込んできています．
NTTではIOWN構想実現に向けた光電融
合デバイスの研究開発を進めていますが，
新コーナーでは，まず皆様の生活にも直結
している半導体の市場・産業構造全般を広
く取り上げ，それを取り巻く関連各国政府
の対応等を含む全体像をご理解いただける
誌面構成としています．
■今後掲載予定のテーマ

次回に予定しているテーマとしては，ネッ
トワークを予定しています．NTTグルー
プは電電公社時代より電報や電話サービス
に始まり，データ通信からインターネット，
モバイル通信等さまざまなサービスを提供
してきました．これらのサービスの基盤と
して，有線や無線のネットワークが構成さ
れていますが, それらがどのような歴史を
たどって現在に至り，未来に向けてどのよ
うに発展していくのかを取り上げます．

さらにそれ以降は，メタバースや量子技
術など，次世代の社会的価値創造につなが
る技術に着目するテーマを予定しているの
で，ぜひご期待ください．　

今は忙しいから時間があるときに続きを
読みやすく
NTT技術ジャーナルは紙誌面による提
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供に加えて，Webの媒体でも併せて掲載
しています．リニューアルに合わせて，各
誌面の中には読者の皆様にとりまして，よ
り読みやすい環境を提供する仕組みを盛り
込みました．
■DOIとは？

DOI（Digital Object Identifi er）とは，
Web掲載されるコンテンツへの永続的ア
クセスを保証する仕組みです．DOIを知っ
ていれば，コンテンツのURLが変更になっ
ても，DOIを指定することでコンテンツに
アクセスすることができます．学会や論文
の引用などに利用が進んでおり，NTT技

術ジャーナルでもご利用いただけるように
なりました（図 2 ）．特に研究開発者の皆
様は，NTT技術ジャーナルの記事を引用
する際に，参考文献の表示についてはDOI
に切り替えて掲載していただくようお願い
します．
■二次元バーコード

各コーナーの記事の冒頭に，記事の
URLにつながる二次元バーコードを掲載
しています．今は紙の誌面で読んでいるが
後でスマートフォンやタブレットで続きを
読みたい，ブックマークをして別の時間に
読み返したい等，さまざまなシーンでご利

用ください（図 2 ）．
■誌面レイアウトの刷新

本誌面の右をご覧いただくと，読みたい
コーナーにすぐにたどりつけるように各コー
ナー名の見出しを記載したタブが表示され
ています（図 3 ）．

また，目次や各コーナーのタイトル等の
デザインや誌面レイアウトについても，誌
面全体のコンセプトを統一しつつコーナー
の特徴を印象付けるように刷新しました．

ＮＴＴ技術ジャーナルは，今後も進化を
続けるNTT技術の最新状況をお届けしま
す．誌面へのご要望がございましたら下記
までお知らせください．

NTT技術ジャーナルお問い合わせ先：
journal@ml.ntt.com

■参考文献
（1） 新中期経営戦略の公表について https://group.

ntt/jp/newsrelease/2023/05/12/230512h.html
（2） 国立国会図書館デジタルコレクション　https://
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半導体市場・技術のトレンド－前編－

デジタル社会基盤へと変貌する半
導体 

ここ最近，「半導体」という用語が世の
中のキーワードとなっています．従来，半
導体は工業製品や家電製品などに組み込ま
れている １ つの部材としてとらえられてき
ました．ところが，近年では私たちの社会
生活や，あらゆる業界ビジネスを支える基
盤製品としての意味を持つように変貌して
います．

例えば，自動車業界では，202１年初頭，
半導体をめぐる米中対立などの地政学的要
因や，新型コロナウイルス感染症の拡大に
よるサプライチェーンの寸断などを契機に，
世界的な半導体不足が引き起こされ，自動
車の生産ラインが滞ったり，新車の納期が
大幅に遅延したりするなど，私たちの実生
活も大きな影響を被りました．

自動車などの製造業界に限らず，小売，
流通，交通業界などのあらゆる業界におい
て，ビジネス業務のデジタル化・デジタル
トランスフォーメーション（DX）化が喫
緊の課題となる中，近年では，AI（人工知
能）や，スーパーコンピュータ，ロボット
などの新たな機械や先端テクノロジの導入・
活用が，ビジネス競争力を左右する時代と
なっていますが，それらのロボットや先端
テクノロジを支える基盤となっているのも
半導体です．半導体がなければ，接客ロ
ボットなどのロボティクス技術や，AIを活
用した高度なデータ解析を活用したビジネ
ス展開を行うことも不可能です．さらに最
近では，現実世界と仮想世界とが融合した
デジタルツインやメタバースにも注目が集
まっていますが，それらの社会実装を背後

から支えるのも半導体です．
このように近年，半導体は，

単なる工業製品の部材ではな
く，あらゆる業界のビジネス活動を行う際
の必要不可欠な基盤製品としての意味を持
つようになっており，半導体業界の動向が，
あらゆる業界ビジネスに多大なる影響を及
ぼす時代となっています． 

国家安全保障上の戦略物資として
の半導体 

半導体が2１世紀の社会生活や，あらゆる
ビジネス業務において不可欠な基盤製品と
なる中，国家安全保障の観点からも，重要
な戦略物資としてとらえられるようになっ
ています．

とりわけ，半導体をめぐる米中対立が激
化しており，20１5年に中国が半導体などの
産業政策「中国製造2025」を公表して以来，
米国は，事実上の禁輸措置を科す貿易上の
取引制限リスト（エンティティ・リスト）
に中国の半導体関連企業を追加してきまし
た．20１8年 に 中 国 の 半 導 体 メ モ リ の
DRAM（Dynamic Random Access 
Memory）メーカーである福建省晋華集成
電路（JHICC）をエンティティリストに追
加したことを皮切りに，20１9年には華為技
術（ファーウェイ），2020年には半導体受
託生産の中芯国際集成電路製造（SMIC）
も同リストに追加しています．

さらに米国は，2022年１0月，スーパー
コンピュータやAIに使われるおそれのあ
る先端半導体や，その製造に必要な装置
や技術についても，中国への輸出を事実
上禁止にするという追加的な規制を導入

しました＊ １ ．
具体的には，中国のスーパーコンピュー

タやAIに使われる可能性の高い米国製の
先端半導体のみならず，半導体の部材や材
料，設計ツール用のソフトウェアなども禁
輸対象としたほか，（米国以外の）第 3 国
を経由した中国への先端半導体輸出も事実
上禁止するという規制を導入しました．こ
の規制は中国に進出している外資系半導体
メーカー（台湾のTSMC，韓国のサムス
ン電子，SKハイニックス）にも適用され
ています．

米国による対中半導体規制の強化に歩調
を合わせ，日本も先端半導体の製造装置な
どの23品目を，輸出管理の対象に追加する
方針を示すなど，先端半導体の製造装置の
輸出規制に踏み出しています．さらに，オ
ランダも規制品目を増やす方針を明らかに
しており，2023年夏前にも導入する構え
です．

このように，米国は，対中半導体規制を
継続的に強化し，対中包囲網を張り巡らせ
ていますが，その理由は，米国が軍事技術
に転用されるおそれのある先端半導体の技

世界中が熱い！半導体政策・動向を紐解く －前編－
本稿では，近年，急速に進展する社会経済のデジタル化を支える基盤製品であ

り，また経済安全保障の観点からも重要な戦略物資となっている半導体について，

その業界構造や製造工程，ビジネスモデルについて解説します．そのうえで，半

導体の製造能力強化に向けた主要各国の産業政策の直近動向，および先端半導体

の製造に向けた技術トレンドを展望します．

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/22301
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図 1　新コーナー「For the Future」
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NTT技術企画部門

は じ め に

2023 年 3 月 16 日，IOWN（Innovative 
Optical and Wireless Network） オール
フォトニクス・ネットワーク（APN：All-
Photonics Network）サービス第一弾と
し て，NTT 東 日 本・ 西 日 本 か ら APN 
IOWN1.0の提供を開始しました（1），（2）．

APNは，IOWNを構成する主要な技術
分野の 1 つとして，端末からネットワーク
まで，すべてにフォトニクス（光）ベース
の技術を導入し，エンド・ツー・エンドで
の光波長パスを提供する波長ネットワーク
により，圧倒的な低消費電力，高品質・大
容量，低遅延伝送をめざすものです．

これにより，通信量のさらなる増大やネッ
トワークの複雑化，輻輳などによる遅延の
増加といったネットワークの課題，データ
センタの電力消費量の増加といったエネル
ギー消費の課題解決に加え，ライフスタイ
ルの変容に対応したリアルとオンラインの
融合など，新たな体験・価値の提供を実現
します．

2030年の実現をめざすIOWN構想です

が，現段階で実装可能な技術・製品の組合
せにより超低遅延の価値提供が可能と判断
し，2030年に先駆け，2023年 3 月のサービ
ス提供をターゲットに検討を進めてきまし
た．また，早期にサービスを提供すること
により，お客さまとの新たなユースケース
の創造や価値創出も加速すると考えました．

APNの早期サービス化は，NTT東日本・
西日本が中心となり，IOWN関連技術の事
業化をミッションとするNTT技術企画部
門（技術革新推進室），IOWN関連技術の
研究開発を推進するNTT 研究企画部門

（IOWN推進室），またIOWN APN関連技
術の研究やプロダクトを開発するNTT研
究所（NTT IOWNプロダクトデザインセ
ンタ，NTT未来ねっと研究所，NTTネッ
トワークイノベーションセンタ）が連携す
ることで，APN IOWN1.0のサービス提供
に至りました（表）．

APN IOWN1.0が提供する超低遅延

APNが掲げる 3 つの目標性能（3）のうち，
APN IOWN1.0はエンド・ツー・エンド遅

延200分の 1 ＊ 1 を実現した「超低遅延」の
価値を提供するとともに，NTT研究所技
術を搭載したマイクロ秒単位の遅延可視
化・調整が可能な端末装置「OTN Any-
where」を商品化しました．

2030年に向けたAPNの目標性能を下記
に示します．

① 　電力効率100倍：ネットワークから
端末まで光のままで伝送する技術や，
光電融合技術の実装による低消費電力
の実現をめざします．

② 　伝送容量125倍：マルチコアファイ
バなどの新たな光ファイバの活用や大
容量トランシーバの実装，また大容量
光伝送システム技術により実現をめざ
します．

③ 　エンド・ツー・エンド遅延200分の 1：
情報を波長単位で伝送することにより，
エンコード・圧縮処理等を不要とする
など，超低遅延の実現をめざします．

映像の送受信を例とすると，現在主流の
IPネットワークでは，カメラで撮像した映
像をIP等で伝送するためにエンコード・
圧縮し，伝送した先で圧縮データを解凍・
デコードしたうえでモニタへ投影する手順
が一般的です．APNは，レイヤ 1 の高速
な通信パスとしてOTN（Optical Trans-
port Network）＊ 2 プロトコルを用い，エ
ンド・ツー・エンドを光波長パスで専有し

URL	 https://journal.ntt.co.jp/article/22273

DOI	 https://doi.org/10.60249/23075001

＊ 1   同一県内で圧縮処理が不要となる映像トラ
フィックでの遅延の目標値．

＊ 2   国際標準化機関ITU-Tで規定される光伝達
網に関する通信規格．

表　APN IOWN1.0の検討体制

検討組織 役割
NTT東日本 ・ 西日本 設備導入 ・ サービス提供
NTT技術企画部門 IOWN技術の事業化推進
NTT研究企画部門 IOWN技術の研究開発推進

NTT IOWNプロダクトデザインセンタ IOWN技術のプロダクト化推進
NTT未来ねっと研究所 APN関連研究開発

NTTネットワークイノベーションセンタ APN関連製品開発

2023年 3 月，IOWN（Innovative Optical and Wireless Network）を構成
する主要な技術分野の 1 つである，オールフォトニクス・ネットワーク（APN：
All-Photonics Network）のサービスをAPN IOWN1.0としてNTT東日本・西
日本より提供開始しました．APN IOWN1.0は「超低遅延」の価値を提供すると
ともに，マイクロ秒単位の遅延可視化・調整を可能としています．本稿では，サー
ビス開始したAPNのIOWN構想における位置付けや提供価値，代表的なユース
ケース，サービス概要について紹介します．
キーワード：#APN IOWN1.0，#超低遅延，#遅延可視化・調整

APN IOWN1.0サービス開始 特 集 1
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図 2　DOI・二次元バーコードを掲載
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51	 挑戦する研究者たち
原田　登
NTTコミュニケーション科学基礎研究所　上席特別研究員

「世の中の役に立つこと」をめざして，
基礎研究と国際標準化活動の両輪でそれを実現

55	 挑戦する研究開発者たち
神山 和憲
NTT東日本　デジタル革新本部　企画部　
ソフトウェア内製化推進プロジェクト　担当課長　

広い視野と高い視座を持った異文化コミュニケーションで
グローバル展開

58	 明日のトップランナー
松井　隆
NTTアクセスサービスシステム研究所　特別研究員

通信容量の限界を越え，新世代の高速・大容量通信を支える
「空間多重光ファイバ伝送路技術」

62	 グループ企業探訪
株式会社NTT Risk Manager
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